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メニューに値段が書いていないレストランで食事の注文をして，会計金額を見るまでは，なんとも心

落ち着かないものである2。でも，これは標準不可欠特許（SEP: Standard Essential Patent）のライセンス

の世界では，きわめて日常普通のことである。技術規格標準化の過程では，標準不可欠特許ライセンス

に関して「お手頃なお値段で提供いたします」とお互いに約束するだけである。実際に値段が判るのは，

規格策定から数年後に特許権がある程度権利化され，各標準規格不可欠特許権者の状況がある程度明確

になり，権利者がライセンスを開始する段階になってしまう。 

2013 年は，FRAND（フランド: Fair Reasonable and Non-Discriminatory）元年というべき年であった。2

月 28 日東京地裁判決，4 月 25 日ワシントン州西部地区米連邦地裁決定，9 月 27 日イリノイ州北部地区

米連邦地裁，10 月 16 日中国広東高等人民法院，2014 年 4 月 29 日欧州委員会決定，そして 5 月 16 日の

知財高裁の判決へと至る。実務家の経験を踏まえ，FRAND と標準化活動について述べたい。 

 

1．標準規格不可欠特許数の爆発的増加 

デジタルネットワーク製品に関わる知財の担当者にとっては，「標準化と特許」と云うテーマは「パ

テントトロール」と並んでこの 20 年ぐらいの最大のトピックだ。しかし，業界を横断する知財関係者の

集まりでは，「職務発明」問題と違ってこれは盛り上がらない話題である。医薬や化学分野の業界にと

っては，標準規格特許が爆発的に増える状況は，あまり起こり得ないのだろう。 

特に情報通信分野では，特許の増加が顕著だが，この理由として以下のような指摘がある3。①1982

年の米国 CAFC 設立による特許の保護強化に伴う，特許出願の件数と訴訟件数が増加4；②多くの技術分

野における科学の漸進性および複雑化；ならびに③企業の戦略的特許活用傾向の高まりおよび PAE

（Patent Assertion Entities）による特許活用，がそれである。 

実務で感じるのは，やはり技術の複雑化とそれに対応するための技術のモジュール化（「レゴ」ブロ

ック化）の進展である。技術は漸進的に複雑となり，企業内の技術開発においても各技術を組み合わせ

てプラットフォーム化して，これを使いまわすことにより，開発設計の効率を上げている。更に，複雑

化したレゴブロックである巨大化したシステムは，一企業のみですべての技術エレメントを開発するこ
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とは不可能であるが故に，他社の開発したモジュールも採用することになる。このモジュール間をつな

ぐのは，標準化されたインタフェースである。 

 

2．FRAND に関する裁判の増加 

通信関連技術は，特に多くの標準規格不可欠特許を生み出し，その多寡が標準規格不可欠特許権者間

では，非常に有力な競争のツールとなる。LTE（Long Term Evolution；3.9 世代携帯電話通信規格）特許

に関する調査に拠れば5，欧州電気通信標準化機構（European Telecommunications Standards Institute, 

ETSI；エッツィー）では，49 社が 5,919 ファミリーの特許を不可欠特許と宣言している。FRAND に関

する多くの裁判例も通信規格に関するものが多いのは，特許の件数が多く，かつ電波監理等の法規制に

より標準化のロックイン（一旦利用を始めると，代替の技術への変更が難しい状況）の効果が強く，特

許問題が顕在化し易いからであろう。 

FRAND 宣言した特許権に基づく特許権者の差し止め請求を認めるかどうかは大きな論点だった。こ

れがこの数年の判決等を経て，FRAND 条件での契約締結を希望する，いわゆる「Willing (potential) 

Licensee」に対しての差し止め請求は認めない方向で，趨勢が固まりつつあると思う。一方，標準規格

不可欠特許のライセンスを RAND 条件で取得したいが，提示された特許料が高額で契約することが困難

なケースもあるだろうから，就中「Reasonable Royalty」の定義が重要となる。おそらく今後一年ほどの

間に「Reasonable and Non-Discriminatory」の定義に関する議論が，特に活発化することになるだろう。 

話は変わるが，FRAND 特許権のライセンス実務では，ライセンシー性善説を前提にして，ライセン

シーの販売数量の自己申告を受け取り，その数量に応じたランニングローヤリティを請求する形態を用

いることが多い。しかしながら，アジア一部地域のライセンシーに顕著な例として，支払いの踏み倒し

あるいは過少申告が頻発する。一旦ライセンスを許諾すると特許権の行使はできないので，このような

場合契約を終了させて，未払い金の取立てを行うが，差止が容認されないと取り立ても困難を極めるこ

ととなる。一般論として規格不可欠特許への差し止め請求権行使は，制限すべき状況があるのは確かで

ある。しかし，性善説を悪用し特許料を踏み倒し過少申告する輩への対抗策が制限されるのは，実務上

は特許権の活用に困難をもたらす可能性がある。 

 

3．「Reasonable Royalty」 

スマートフォンの特許料に関するある調査6に拠れば，例えば 400 ドルの製品において，通信の機能を

司る主要部品の半導体チップの値段は 13 ドル程度だが，通信に関わる特許料は合計 54 ドルであるとの

報告がされている。「Reasonable Royalty」については，①その算定基準は完成品全体か，それとも限ら

れた部分に限るのかという画一的な基準を作ることの合理性，②更に多数の不可欠特許の存在が明確な

場合，積み上げ式で個々の特許の価値だけを判断すると，例えば不可欠特許が数百件となれば合成の誤

謬が生じ，実質的に「ホールドアップ」（標準規格策定後に，不可欠特許権者から高額の特許料を請求さ

れ，標準規格の採用が困難になる状態）が生じる等の課題がある。この「Reasonable Royalty」算定にお

ける，単独の特許の価値を評価すればいいのか，それとも多数の不可欠特許における相対的価値を評価
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すればいいのかという論点に着目して，これまで示された，司法・行政の判断をいくつか手短に紹介す

る。2014 年 5 月 16 日の知財高裁判決では，「UMTS 規格（第三世代携帯電話等通信規格：筆者注）と同

様に，ある規格を実現するためには多数の必須特許が存在することがしばしばある。このような場合，

個々の特許権に対するライセンス料率の絶対値が低廉であったとしてもライセンス料の合計額は当該規

格に準拠することが経済的に不可能になるほどに不合理に大きなものとなる可能性がある。また，従前

の技術との互換性を保つために従来の標準技術もその中に取り入れることがしばしば行われるため（『標

準の連鎖』），標準規格の策定がのちになればなるほど必須特許の数が増大する傾向があると言える。……

（中略）FRAND 宣言は，ライセンス料の合計額を合理的な範囲内にとどめることも FRAND 条件の位

置内容として含んでいると理解され，FRAND 条件によるライセンス料相当額を定めるに当たっても，

かかる制限は必然的に生じると解するのが生じると解するのが相当である。」7。一方，米国公正取引委

員会（US Fair Trade Commission）は“The Evolving IP Market Place”で提言を行っている8。「裁判所は，

RAND義務がある特許の『Reasonable Royalty』を算定するに当たって仮想交渉方式を適用すべきである。

裁判所は，『Reasonable Royalty』を，標準に際して不可欠特許技術として選ばれた時点での競合技術に

対する超過利益に制限すべきである。」 

これらの考え方が，例えば通信規格などのいわゆる Essential Facility（必要不可欠施設）分野の標準規

格に留まらず，他の分野の標準規格不可欠特許の「Reasonable Royalty」算定に関して今後の趨勢となる

か，見極めていく必要がある。 

 

4．Ex Ante（標準規格不可欠特許料率 事前開示制度） 

標準化策定作業では，標準化に参加している各社が，それぞれの機能について技術提案を行い，その

技術の採否を決定するプロセスを経る。冒頭に述べたように，採用する規格不可欠特許利用の技術のコ

ストは，製品を発売してしばらくたってから判明することが，何故か常態である。 

標準化活動は，事業者団体が製品の仕様・性能等を共通化することなどにより，参加者の本来自由で

あるべき事業活動に，参加者の合意の下一定の制限を課すことになるため独禁法上の問題を潜在的には

はらんでいる。標準化活動は各社製品間の互換性が確保されることで消費者への利便性向上などの利点

が有って，初めてその合目的性が保証される9。この観点から日本の公正取引委員会は，標準化活動が一

定の制限を付する場合に問題になり得るとして以下を例示している；①販売価格等の取決め，②競合規

格の排除，③規格の範囲の不当な拡張，④技術提案等の不当な排除，⑤標準化活動への参加制限。また，

標準規格不可欠特許のパテントプールに対して，各国の独禁法当局は運営や活動のガイドラインを示し

その合法的な活動を担保させている。繰り返すが規格不可欠特許のライセンス活動を個々の標準規格不

可欠特許権者が開始するのは，規格策定後数年を経てからである。さらに技術開発は漸進的に進み10，

通信規格の標準化活動の過程で数千件以上の標準規格不可欠特許が生じるのは不可避と思われる。この

ような場合，順次積みあがっていく標準規格不可欠特許の利用コストが，後日の新規参入を妨げる事態

も想定される。果たして，標準化を行う事業者団体は，FRAND を規定する知的財産ポリシーを規定す

ることだけで，独禁法上の潜在的な問題を退けるほどに適切な手当てができていると言えるのであろう
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か？ 

2006 年に The VMEbus International Trade Association（VITA）という標準化団体は，標準化メンバーに

事前の不可欠特許の開示と FRAND ライセンスならびに要求特許料額の上限提示義務を課し，違反した

場合は無償ライセンスに合意すると規定し，今日に至る（いわゆる，Ex Ante 知的財産ポリシー）11。標

準化団体のメンバーが技術を規格採用する際に，その値段も考慮して選択できるようにしたことで，

FRAND システムの改善を図っている。 

 この事前開示方式への批判としては，①標準化活動を低下させる，②標準規格の決定を遅らせる，③

技術開発より標準化活動に多くの時間を割かせる，④標準規格の質を低下させる，⑤規格不可欠特許利

用料の料率を下げてしまうなどがあるようだが，米独禁法当局の認知を受け VITA では制度運営されて

いる12。この，事前開示方式は果たして万能薬なのだろうか？標準化策定開始の時点，つまりまだ標準

化の目的，範囲等程度しか決定されていない段階で，果たして①自らがどのような技術開発をどの程度

行うのか，②自己の技術提案が採用されるのか，③標準規格不可欠特許が何件取得できるのか，などは

分っているわけではない。この状況で最高特許料額を占えるような水晶玉を持っている人はどれほどい

るのだろうか？ 

 

5．パテントプールへの期待 

事前開示方式も難しいとすれば，パテントプールに期待がかかってもおかしくないが，MPEG2 Video

のパテントプール開始以降に，標準規格不可欠特許の多いすべての技術標準にパテントプールが問題な

く成立しているわけではない。プールのシステムは未だ進化途中にあり，以下のような矛盾が生じる場

合がある；①不可欠特許の権利者には，自ら不可欠特許を使って製品を販売する人と，当該製品の販売

には携わらない人が混在する。自らライセンシーになって，特許料を支払う可能性のある人たちは，安

い特許料を望む。特許料が安くなれば，製品を販売していない特許権者は，パテントプールに参加しな

くなってしまう。結果的に，プール外にも解決が必要な特許が残るため，当該標準規格製品を利用する

コストが増えてしまう：②パテントプールの収入の配分は極めて難しい。多くの場合，件数に拠るのだ

が，曲者は分割特許の存在である。一旦ルールが決まれば，自分の利益を最大化しようとするのは人の

常だろうが，最近，一件のパテントプール規格不可欠特許を 200 件に分割出願し，特定の国での収入を

増加させた会社の情熱と執着には，驚嘆した：③配分に関連し，同一規格内での全不可欠特許の価値を

同一と定義するのか，あるいは，通信規格を例にとれば，重要度の高い物理層に関連する特許の価値を

他より価値を高く設定するような方法がありえるのか；あるとしたらその客観的な価値づけをどう担保

するのか。このように現在のパテントプールの仕組みはさらに改善を重ねる必要があると思う。 

標準化に際して，パテントプールへの加入を義務付けることは難しい部分はあるだろう。しかしなが

ら，今後，個別の規格不可欠特許の「Reasonable Royalty」の算定において，当該規格の規格不可欠特許

全体との相対的評価が必要となるのであれば，パテントプールの理論が更に進化し，この算定問題への

解法を提供することを期待している。 
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